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本論文は、ある特定地域の年齢構造が周辺地域に比べて高齢側に偏っている「局地的高齢化」

に着目し、局地的高齢化が見られる地域の年齢構造を長期にかけて、目標とする年齢構造に変

化させ、周辺地域と平準化させる方法を提案し、局地的高齢化にともなう様々な社会問題発生

の緩和を図ることを目的としている。そこで、本研究では、地域年齢構造推計法及び制御法を

提案し、シミュレーションを通じて地域年齢構造推計法及び制御法の可能性を追究した。 

 

本論文は全７章で構成される。 

 第１章では、急激な高齢化とともに局地的高齢化が見られる現象について記述した上で、

局地的高齢化によって予想される社会的問題点を検討し、局地的高齢化が見られる地域の年齢

構造を周辺地域と或程度平準化する必要があることを理論だてている。その具体的方法として

地域年齢構造推計法及び制御法を提案し、シミュレーションを通じてその可能性を検討する方

法論を示した。 

 第２章では地域年齢構造の推計法及び制御法の仮定値の数値化に用いるための、「住宅形

式のタイプ分け」と「住民基本台帳データ」並びに「固定資産税台帳データ」を統合したデー

タの収集プロセス、および当該データの概要について詳述している。 

 第３章では、地域の住宅形式比とその建築時期が、地域の年齢構造にいかなる影響を及ぼ

すかについて事例をあげて説明している。また、地域の住宅形式比が変化すると、地域の年齢

構造も変化することを考察し、本研究の地域年齢構造制御法が妥当であることを示した。 

 第４章では、本論文で提案する年齢構造推計法である「築年法」の特徴、基本構造、仮定

値、推計式について述べている。「築年法」は住宅数及び住宅の築年を利用して推計対象地の

将来年齢構造を推計する方法であり、推計対象地の推計時点における住宅数を仮定し、各々の

住宅居住者の年齢構造仮定値を合計して地域年齢構造を推計するものであるので、推計対象地

の初期時点の住宅の築年デ－タのみが入手できれば、将来の住宅開発などによる年齢構造の変



動を予測することができることを明らかにした。 

 第５章では、年齢構造制御法に関して検討している。年齢構造制御法は地域住宅形式比の

変化によって年齢構造が変化することに着目した方法であり、将来において基準とする又は目

標とする年齢構造に地域年齢構造を変化させるため、地域住宅形式比を調節するために用いる

方法である。ここでは、年齢構造制御を行うための対象地として、民間分譲住宅用地に建設さ

れる住宅形式比を制御することが可能な住宅地として、現在建替事業が行われているＵＲ賃貸

共同住宅団地を対象として検討を行った。 

 第６章では、具体のシミュレーションの実施対象として、千葉県Ｋ市のＵＲ－Ｔ賃貸共同

住宅団地及び周辺地域を制御対象地とし、地域年齢構造推計法を用いてシミュレーションを行

った。シミュレ―ションでは、仮定事項を同一に設定して地域設定を変えた場合と、地域設定

を同一にして仮定事項を変えた場合の双方の結果を検討した。その結果、ＵＲ－Ｔ賃貸共同住

宅団地のみを対象地とした場合、若年齢層に年齢構造を移動させるため、民間分譲住宅用地に

建設する住宅のうち、賃貸アパ―トの割合を高くすると効果的であるという結果が得られ、さ

らに、民間分譲住宅用地に約34％の賃貸アパートを建設して、若い年齢層を誘導する必要があ

るという結果を得た。また、ＵＲ－Ｔ賃貸共同住宅団地とその周辺地域までをシミュレーショ

ン対象地とすると、戸建住宅のみを建設するほうが効果的である結果が得られた。これは、対

象地の年齢構造が若年層に偏っており、むしろ地域の高齢化速度を速めたほうが、将来の年齢

構造において、周辺とのバランスを維持するためである。 

 第７章では、上記論考を踏まえた本論文の総括を示すと同時に、以下に示すような今後の

さらなる方法論の改善のための課題を提示した。 

１．年齢構造推計及び制御法の適用可能地域の拡張、２．築年別住宅1戸当の居住者平均年齢

構造の改善、３．年齢構造推計法に用いられた住宅形式数の改善、４．環境変数及び心理変数

の考慮、５．戸建住宅団地への適用可能性を模索、６．リノベーションなどの将来の住宅市場

の反映 


